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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

　
平成21年度
第３四半期
連結累計期間

平成22年度
第３四半期
連結累計期間

平成21年度
第３四半期
連結会計期間

平成22年度
第３四半期
連結会計期間

平成21年度

　

(自平成21年
４月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成22年
４月１日

至平成22年
12月31日)

(自平成21年
10月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成22年
10月１日

至平成22年
12月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成22年
３月31日)

経常収益 百万円 99,973 96,895 34,038 30,747 129,564

経常利益 百万円 24,458 31,811 9,664 10,248 26,737

四半期純利益 百万円 14,671 17,242 6,362 5,264 ―

当期純利益 百万円 ― ― ― ― 15,668

純資産額 百万円 ― ― 431,466 455,985 485,706

総資産額 百万円 ― ― 6,746,6177,084,0157,115,290

１株当たり純資産額 円 ― ― 1,123.041,185.431,266.31

１株当たり四半期純利益
金額

円 39.65 45.62 16.82 13.93 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ― ― 42.13

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益
金額

円 36.30 42.65 15.74 13.02 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ― ― 38.77

自己資本比率 ％ ― ― 6.29 6.32 6.72

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △205,949 181,357 ― ― 12,992

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △ 147,367△139,628 ― ― △273,291

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △10,801 △3,784 ― ― △10,801

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

百万円 ― ― 128,551 259,498 221,570

従業員数 人 ― ― 3,442 3,539 3,393

(注) １　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、「１　四半期連結

財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　自己資本比率は、[四半期末(期末)純資産の部合計－四半期末(期末)新株予約権－四半期末(期末)少数株主持

分]を四半期末(期末)資産の部の合計で除して算出しております。

４　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該

当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５　経理の状況」の「２　その他」

中、「(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等」の

「① 損益計算書」にもとづいて掲出しております。

　なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③ １株当たり四半期純損益金額

等」に記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容につ

いては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 3,539[　417　]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員計417人を含んでおりません。

２　嘱託及び臨時従業員数は、［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

　

(2) 当行の従業員数

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 3,267[  372  ]

(注) １　従業員数は、嘱託及び臨時従業員計373人と出向者数11人を含んでおりません。

２　嘱託及び臨時従業員数は、［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載し

ておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間のわが国の経済は、緩やかな回復基調にありました。しかしながら、円高に

よる輸出の伸び悩みや、政策効果の減退による個人消費の鈍化等が影響し、その動きにも不安が残る状況

となっております。　

　

このような環境の中にありまして、当行グループは経営の効率化と業績の向上に努めました結果、当第

３四半期連結会計期間の業績は次のとおりとなりました。

　

預金・譲渡性預金につきましては、個人部門及び金融機関部門が増加しましたことから、前連結会計

年度末比２４４億円増加し、当第３四半期連結会計期間末残高は６兆３,２４０億円となりました。

 また、貸出金につきましては、住宅ローンの堅調な推移により個人貸出は増加いたしましたが、企業貸

出及び公共貸出が減少しましたことから、前連結会計年度末比４７３億円減少し、当第３四半期連結会

計期間末残高は３兆７,８７４億円となりました。

一方、有価証券につきましては、市場の動向に適切に対応した運用を行いました結果、前連結会計年

度末比４１３億円増加いたしまして、当第３四半期連結会計期間末残高は２兆７,５８０億円となりま

した。

なお、総資産の当第３四半期連結会計期間末残高は７兆８４０億円、純資産の当第３四半期連結会計

期間末残高は４,５５９億円となりました。
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次に、当第３四半期連結会計期間の損益状況につきましては、経常収益が役務取引等収益は増加した

ものの、有価証券利息配当金の減少等により資金運用収益が減少しましたため、前年同四半期比３２億

９１百万円減少し、３０７億４７百万円となりました。

　一方、経常費用につきましては、預金利息等の資金調達費用及び役務取引等費用の減少等により前年

同四半期比３８億７４百万円減少しまして２０４億９９百万円となりました。

　この結果、経常利益につきましては、前年同四半期比５億８３百万円増加しまして１０２億

４８百万円となり、四半期純利益につきましては、前年同四半期比１０億９７百万円減少しまして５２

億６４百万円となりました。

　

セグメント別の業績につきましては、当行グループの中心である銀行業において、経常収益は２８７

億５８百万円、セグメント利益は９８億２５百万円となりました。また、その他において、経常収益は２

７億６０百万円、セグメント利益は４億２２百万円となりました。
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国内業務部門・国際業務部門別収支

　資金運用収支については、国内業務部門で前年同四半期比２億３９百万円減少し２００億６４百万

円、国際業務部門で前年同四半期比４億２５百万円減少し６億９６百万円、全体では前年同四半期比６

億６５百万円減少し２０７億６０百万円となりました。

　役務取引等収支については、国内業務部門で前年同四半期比９億０百万円増加し２３億７９百万円、

国際業務部門で前年同四半期比５百万円増加し３６百万円、全体では前年同四半期比９億６百万円増

加し２４億１６百万円となりました。

　その他業務収支につきましては、国内業務部門で前年同四半期比１５億４５百万円減少し１８億８３

百万円、国際業務部門で前年同四半期比３５百万円増加し３億２９百万円、全体では前年同四半期比１

５億１０百万円減少し、２２億１３百万円となりました。

　

種類 期別

国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支

前第３四半期連結会計期間 20,304 1,121 21,425

当第３四半期連結会計期間 20,064 696 20,760

　うち資金運用収益

前第３四半期連結会計期間 24,544 1,375
193

25,726

当第３四半期連結会計期間 22,383 1,249
71

23,560

　うち資金調達費用

前第３四半期連結会計期間 4,240 253
193
4,300

当第３四半期連結会計期間 2,319 552
71

2,800

役務取引等収支

前第３四半期連結会計期間 1,479 31 1,510

当第３四半期連結会計期間 2,379 36 2,416

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結会計期間 3,745 63 3,808

当第３四半期連結会計期間 3,833 67 3,901

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結会計期間 2,265 32 2,298

当第３四半期連結会計期間 1,453 30 1,484

その他業務収支

前第３四半期連結会計期間 3,428 294 3,723

当第３四半期連結会計期間 1,883 329 2,213

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結会計期間 3,992 301 4,294

当第３四半期連結会計期間 2,811 335 3,147

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結会計期間 564 6 570

当第３四半期連結会計期間 928 5 933

(注) １　「国内業務部門」は当行の国内店及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という)の円

建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融

取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結会計期間１百万円、当第３四半期連結会計期間０

百万円）を控除して表示しております。

３　資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息

であります。
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国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

役務取引等収益は、国内業務部門で前年同四半期比８８百万円増加し３８億３３百万円、国際業務部

門で前年同四半期比３百万円増加し６７百万円、全体では前年同四半期比９２百万円増加し３９億１

百万円となりました。

　役務取引等費用は、国内業務部門で前年同四半期比８億１２百万円減少し１４億５３百万円、国際業

務部門で前年同四半期比１百万円減少し３０百万円、全体では前年同四半期比８億１３百万円減少し

１４億８４百万円となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 3,745 63 3,808

当第３四半期連結会計期間 3,833 67 3,901

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結会計期間 737 ― 737

当第３四半期連結会計期間 723 ― 723

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 1,146 59 1,205

当第３四半期連結会計期間 1,136 63 1,200

　うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 71 ― 71

当第３四半期連結会計期間 59 ― 59

　うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 121 ― 121

当第３四半期連結会計期間 98 ― 98

　うち保護預り・貸
　金庫業務

前第３四半期連結会計期間 2 ― 2

当第３四半期連結会計期間 2 ― 2

　うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 368 0 369

当第３四半期連結会計期間 384 0 384

　うち投資信託・保
　険販売業務

前第３四半期連結会計期間 619 ― 619

当第３四半期連結会計期間 708 ― 708

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 2,265 32 2,298

当第３四半期連結会計期間 1,453 30 1,484

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 195 15 211

当第３四半期連結会計期間 195 14 210

(注)　「国内業務部門」は当行の国内店及び国内連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取

引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。
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国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 5,233,847 299,849 5,533,697

当第３四半期連結会計期間 5,489,622 251,828 5,741,450

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 2,602,966 ― 2,602,966

当第３四半期連結会計期間 2,718,374 ― 2,718,374

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 2,608,026 ― 2,608,026

当第３四半期連結会計期間 2,747,378 ― 2,747,378

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 22,855 299,849 322,704

当第３四半期連結会計期間 23,870 251,828 275,698

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 492,701 ― 492,701

当第３四半期連結会計期間 582,631 ― 582,631

総合計
前第３四半期連結会計期間 5,726,549 299,849 6,026,398

当第３四半期連結会計期間 6,072,253 251,828 6,324,082

(注) １　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２　定期性預金＝定期預金＋定期積金

３　「国内業務部門」は当行の国内店の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引であります。た

だし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

　

国内貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

　

業種別
平成21年12月31日 平成22年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

3,634,345100.00 3,787,406100.00

　製造業 656,118 18.05 654,284 17.28

　農業，林業 3,969 0.11 2,879 0.08

　漁業 78 0.00 48 0.00

　鉱業，採石業，砂利採取業 509 0.01 569 0.02

　建設業 136,008 3.74 132,681 3.50

　電気・ガス・熱供給・水道業 13,185 0.36 17,671 0.47

　情報通信業 51,599 1.42 55,650 1.47

　運輸業，郵便業 82,446 2.27 85,228 2.25

　卸売業，小売業 437,564 12.04 433,052 11.43

　金融業，保険業 94,834 2.61 98,616 2.60

　不動産業，物品賃貸業 388,647 10.70 403,247 10.65

　地方公共団体 266,617 7.34 282,827 7.47

　その他 1,502,76341.35 1,620,64842.78

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

　政府等 ― ― ― ―

　金融機関 ― ― ― ―

　その他 ― ― ― ―

合計 3,634,345―― 3,787,406――
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(2) キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物の第３四半期末残高は、前年同四半期末比１,３０９億円増加し２,５９４億円と

なりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　前第３四半期連結会計期間につきましては、コールローン等の増加や預金の減少等により

３,００９億円のマイナスとなりました。当第３四半期連結会計期間につきましては、譲渡性預金等の

減少により４０１億円のマイナスとなりました。これにより前年同四半期比２,６０７億円のプラスと

なりました。　　

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　前第３四半期連結会計期間につきましては、有価証券の償還による収入等により５２２億円のプラス

となりました。当第３四半期連結会計期間につきましては、有価証券の取得による支出等により１８２

億円のマイナスとなりました。これにより前年同四半期比７０４億円のマイナスとなりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　前第３四半期連結会計期間につきましては、配当金の支払い等により１８億円のマイナスとなりまし

た。当第３四半期連結会計期間につきましても、配当金の支払い等により前年同四半期同様１８億円の

マイナスとなりました。

　

(3) 対処すべき課題

国内経済は、長期化する円高や根強いデフレ傾向など、先行きの不透明な状況にあります。

こうした中、当行は地域の中枢的金融機関として、金融円滑化を第一義とする地域密着型金融の推進やお

客さまの様々なニーズにお応えすることで、地域社会のさらなる発展に貢献し、最も信認される「顧客満

足度日本一の銀行」を目指してまいります。

　

(4) 研究開発活動

該当ありません。
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第３ 【設備の状況】

１  主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間中に完成した新築、増改築等は次のとおりであります。

　

銀行業

　 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容
敷地面積
(㎡)

建物延面積
(㎡)

完了年月

当行

― 山科小野支店
京都市
山科区

店舗 ― 703
平成22年
10月

― 二条駅前支店
京都市
中京区

店舗 ― 267
平成22年 
10月

― 墨染支店
京都市
伏見区

店舗 864 702
平成22年
11月

― 尼崎支店
兵庫県
尼崎市

店舗 888 697
平成22年
11月

　
　

２  設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について重要な変更はありません。なお、上記のとおり第２四半期連結会計期間末に計画しておりまし

た「山科小野支店」「二条駅前支店」の新設と「墨染支店」「尼崎支店」の移転は完了しました。

　
当第３四半期連結会計期間中に新たに確定した重要な設備の新築、増改築等の計画は次のとおりであり

ます。

　
銀行業

　 会社名
店舗名

その他
所在地 区分

設備の

内容

投資予定金額

(百万円) 資金調

達方法

着手

年月

完了予

定年月
総額 既支払額

当行

― 水口支店
滋賀県

甲賀市
新設 店舗 688 504自己資金

平成22年

９月

平成23年

２月

― 名古屋支店
名古屋市

中区
新設 店舗 70 2 自己資金

平成23年

１月

平成23年

３月

― 聖護院支店
京都市

左京区
新設 店舗 609 336自己資金

平成22年

12月

平成23年

５月
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 379,203,441379,203,441

大阪証券取引所
市場第１部
東京証券取引所
市場第１部

（注）１、２

計 379,203,441379,203,441― ―

(注)１　単元株式数は1,000株であります。

　　２　提出日現在の発行数には、平成23年２月１日から四半期報告書を提出する日までの新株予約権付社債の転換により

発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

株式会社京都銀行120％コールオプション条項付第２回無担保転換社債型新株予約権付社債(劣後特約
付)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 29,953

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）

新株予約権の目的となる株式の数(株) 26,159,825

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,145

新株予約権の行使期間 平成19年２月１日～平成26年３月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 1,145
資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に定めると
ころに従い算出される資本金等増加限度額に２分の１
を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じた
ときは、当該端数は切り上げることとする。

新株予約権の行使の条件

当行が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、
以後本新株予約権を行使することはできないものと
し、当行が本新株予約権付社債を買入れ当該本新株予
約権付社債に係る本社債を消却した場合における当該
本社債に付された本新株予約権についても同様とす
る。また、各本新株予約権の一部について行使すること
はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
会社法第254条第２項本文および第３項本文の定めに
より、本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡す
ることはできない。

代用払込みに関する事項

本新株予約権の行使に際して出資される財産
本新株予約権の行使に際して出資される財産は、行使
する本新株予約権に係る本社債とし、その価額は当該
本社債の額面金額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

新株予約権付社債の残高(百万円) 29,953

(注)　「１（１）②発行済株式」の「内容」欄に記載のとおりであります。

　
　

　平成20年６月27日開催の取締役会において決議された株式報酬型ストックオプション

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 754(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注２）

新株予約権の目的となる株式の数(株) 75,400（注３）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成20年７月30日～平成50年７月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 979
資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に定めると
ころに従い算出される資本金等増加限度額に２分の１
を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じた
ときは、当該端数は切り上げることとする。

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締
役会の承認を要することとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注５)

　

EDINET提出書類

株式会社京都銀行(E03576)

四半期報告書

12/35



　

　平成21年６月26日開催の取締役会において決議された株式報酬型ストックオプション

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 987(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注２）

新株予約権の目的となる株式の数(株) 98,700(注３)

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成21年７月30日～平成51年７月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 806
資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に定めると
ころに従い算出される資本金等増加限度額に２分の１
を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じた
ときは、当該端数は切り上げることとする。

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締
役会の承認を要することとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注５)

　

平成22年６月29日開催の取締役会において決議された株式報酬型ストックオプション

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,437（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注２）

新株予約権の目的となる株式の数(株) 143,700（注３）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成22年７月30日～平成52年７月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 687
資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に定めると
ころに従い算出される資本金等増加限度額に２分の１
を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じた
ときは、当該端数は切り上げることとする。

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当行の取締
役会の承認を要することとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

(注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数　100株
２ 「１（１）②発行済株式」の「内容」欄に記載のとおりであります。

　　３ 新株予約権の目的となる株式の数
　当行が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調
整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の付与株式数について行われ、調整により生
じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。
　  　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割または併合の比率
　また、当行が合併、会社分割、株式交換、株式移転または資本金の額の減少を行う場合、その他これらの場合に準じ
付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数を調整することができる。

　　４ 新株予約権の行使の条件
  新株予約権者は、当行の取締役の地位（執行役員においては執行役員の地位）を喪失した日の翌日から10日を
経過する日までの間に限り、新株予約権を一括して行使することができる。
  ただし、新株予約権者が取締役の地位（執行役員においては執行役員の地位）にある場合においても、割り当て
られた新株予約権の権利行使期間の満了日から１年に満たなくなった日以降は、他の行使条件に従い、一括して新
株予約権を行使できるものとする。
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　　５ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
  当行が、合併（当行が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上
を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する新
株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第
236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件
に基づき、それぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社の新株予約
権を新たに交付するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　　①交付する再編対象会社の新株予約権の数
　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付するものとする。

　　②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類および数
新株予約権の目的となる株式の種類は再編対象会社の普通株式とし、新株予約権の行使により付与する再編対
象会社普通株式の数は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記（注３）に準じて決定する。

　　③新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に当該各新株予
約権の目的となる株式数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される新株予約権を行使するこ
とにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たりの金額を１円とする。

    ④新株予約権を行使することができる期間
前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効
力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使期間の満了日
までとする。

    ⑤新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項
前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

    ⑥新株予約権の譲渡制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

    ⑦新株予約権の取得に関する事項
前記「新株予約権の行使期間」に定める期間中といえども、新株予約権者が次の事項に該当した場合、当行は当
行の取締役会が別途定める日をもって新株予約権を無償で取得することができる。

 　   ア．新株予約権者が前記（注４）の定めまたは新株予約権割当契約書の定めにより新株予約権を行使できなく
なった場合

      イ．当行が消滅会社となる吸収合併に関する議案が当行の株主総会（株主総会決議が不要な場合は当行の取締
役会）において決議された場合

   　 ウ．当行が完全子会社となる株式交換または株式移転に関する議案が当行の株主総会（株主総会決議が不要な
場合は当行の取締役会）において決議された場合

   　 エ．吸収分割、新設分割に関する議案が当行の株主総会において決議され、これにより新株予約権を無償で取得
することが妥当であると当行の取締役会が認めた場合

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当ありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当ありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

― 379,203 ― 42,103,734 ― 30,301,718

　

(6) 【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   1,299,000― 単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式 375,379,000375,379単元株式数1,000株

単元未満株式 普通株式　 2,525,441― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 379,203,441― ―

総株主の議決権 ― 375,379 ―

(注) 「単元未満株式数」の欄には、当行所有の自己株式748株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社京都銀行

京都市下京区烏丸通松原
上る薬師前町700番地

1,299,000 ― 1,299,0000.34

計 ―――― 1,299,000 ― 1,299,0000.34

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 864 819 755 765 737 713 729 786 797

最低(円) 812 719 698 705 664 666 672 709 726

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債

の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

  なお、前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累

計期間(自平成21年４月１日  至平成21年12月31日)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき作成し、

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

(自平成22年４月１日  至平成22年12月31日)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しており

ます。

　

２　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)

に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益

金額等については、「２　その他」に記載しております。

　

３　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月

１日 至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日）

に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31

日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

現金預け金 260,900 222,701

コールローン及び買入手形 167,924 236,768

買現先勘定 － 5,074

買入金銭債権 11,595 11,055

商品有価証券 495 282

金銭の信託 1,961 1,959

有価証券 ※3
 2,758,043

※3
 2,716,645

貸出金 ※1
 3,787,406

※1
 3,834,750

外国為替 2,894 3,508

リース債権及びリース投資資産 8,389 9,415

その他資産 35,507 32,211

有形固定資産 ※2
 75,341

※2
 72,338

無形固定資産 2,520 2,574

繰延税金資産 3,161 3,128

支払承諾見返 14,479 12,288

貸倒引当金 △46,607 △49,412

資産の部合計 7,084,015 7,115,290

負債の部

預金 5,741,450 5,765,294

譲渡性預金 582,631 534,316

コールマネー及び売渡手形 14,117 23,897

売現先勘定 － 5,074

債券貸借取引受入担保金 42,207 21,461

借用金 49,505 42,540

外国為替 53 185

社債 15,000 15,000

新株予約権付社債 29,953 29,953

その他負債 49,571 63,924

退職給付引当金 23,081 23,152

睡眠預金払戻損失引当金 233 233

偶発損失引当金 962 943

繰延税金負債 64,455 90,993

再評価に係る繰延税金負債 326 326

支払承諾 14,479 12,288

負債の部合計 6,628,029 6,629,584
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

資本金 42,103 42,103

資本剰余金 30,301 30,301

利益剰余金 236,103 222,640

自己株式 △1,217 △1,222

株主資本合計 307,291 293,823

その他有価証券評価差額金 141,341 185,193

繰延ヘッジ損益 △1,147 △969

土地再評価差額金 476 476

評価・換算差額等合計 140,670 184,700

新株予約権 202 151

少数株主持分 7,820 7,030

純資産の部合計 455,985 485,706

負債及び純資産の部合計 7,084,015 7,115,290

EDINET提出書類

株式会社京都銀行(E03576)

四半期報告書

18/35



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

経常収益 99,973 96,895

資金運用収益 78,201 73,333

（うち貸出金利息） 49,687 47,634

（うち有価証券利息配当金） 27,440 24,714

役務取引等収益 11,897 12,197

その他業務収益 8,162 9,886

その他経常収益 1,712 1,477

経常費用 75,514 65,083

資金調達費用 13,311 9,138

（うち預金利息） 9,450 6,202

役務取引等費用 5,198 4,407

その他業務費用 5,121 3,475

営業経費 41,517 42,735

その他経常費用 ※1
 10,365

※1
 5,326

経常利益 24,458 31,811

特別利益 19 19

固定資産処分益 5 1

償却債権取立益 14 17

特別損失 148 458

固定資産処分損 135 334

減損損失 12 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 123

税金等調整前四半期純利益 24,330 31,372

法人税、住民税及び事業税 10,120 8,893

法人税等調整額 △1,026 4,399

法人税等合計 9,094 13,292

少数株主損益調整前四半期純利益 18,079

少数株主利益 564 837

四半期純利益 14,671 17,242
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 24,330 31,372

減価償却費 3,655 3,680

減損損失 12 －

貸倒引当金の増減（△） 4,189 △2,804

投資損失引当金の増減額（△は減少） 6 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,049 △70

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 205 19

資金運用収益 △78,201 △73,333

資金調達費用 13,311 9,138

有価証券関係損益（△） △1,051 △4,840

金銭の信託の運用損益（△は運用益） △6 △2

為替差損益（△は益） 12,788 24,195

固定資産処分損益（△は益） 81 193

商品有価証券の純増（△）減 △22 △212

貸出金の純増（△）減 △14,515 47,343

預金の純増減（△） 5,819 △23,843

譲渡性預金の純増減（△） 12,277 48,315

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△19,745 6,965

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △565 △270

コールローン等の純増（△）減 △204,451 73,377

コールマネー等の純増減（△） △24,648 △14,854

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 13,578 20,745

外国為替（資産）の純増（△）減 △457 613

外国為替（負債）の純増減（△） △55 △132

リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 1,097 1,025

資金運用による収入 76,851 74,935

資金調達による支出 △12,870 △10,213

その他 △15,803 △16,969

小計 △202,139 194,375

法人税等の支払額 △3,810 △13,017

営業活動によるキャッシュ・フロー △205,949 181,357
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,190,800 △1,218,247

有価証券の売却による収入 492,175 695,263

有価証券の償還による収入 555,883 390,005

有形固定資産の取得による支出 △4,478 △6,274

有形固定資産の売却による収入 116 357

無形固定資産の取得による支出 △263 △732

投資活動によるキャッシュ・フロー △147,367 △139,628

財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入れによる収入 3,000 －

劣後特約付借入金の返済による支出 △5,000 －

劣後特約付社債の発行による収入 15,000 －

劣後特約付社債及び新株予約権付社債の償還に
よる支出

△20,084 －

配当金の支払額 △3,711 △3,778

少数株主への配当金の支払額 △5 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,801 △3,784

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 △16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △364,124 37,927

現金及び現金同等物の期首残高 492,676 221,570

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 128,551

※1
 259,498
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準の適用）

第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、経常利益は４百万円、税金等調整前四半期純利益

は128百万円それぞれ減少しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は213百万円でありま

す。

　
【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計

期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　
【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る

減価償却費の額を期間按分する方法により算定しております。

２　貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念

先」で個別の予想損失額を引き当てている債権等以外の債権

に対する貸倒引当金につきましては、中間連結会計期間末の予

想損失率を適用して計上しております。

３　税金費用の計算 法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算

しておりますが、納付税額の算出に係る加減算項目及び税額控

除項目は、重要性の高い項目に限定して適用しております。

４　繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異

の発生状況について中間連結会計期間末から大幅な変動がな

いと認められるため、当該中間連結会計期間末の検討において

使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングの結果

を適用しております。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　税金費用の処理 連結子会社の税金費用は、当第３四半期累計期間を含む年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じることにより算定しております。

　

EDINET提出書類

株式会社京都銀行(E03576)

四半期報告書

22/35



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 11,385百万円

延滞債権額 145,675百万円

３ヵ月以上延滞債権額 51百万円

貸出条件緩和債権額 9,121百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 14,826百万円

延滞債権額 139,020百万円

３ヵ月以上延滞債権額 15百万円

貸出条件緩和債権額 7,204百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額

68,182百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

　 66,909百万円

※３　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商

品取引法第２条第３項)による社債に対する当行の

保証債務の額は30,738百万円であります。

※３　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商

品取引法第２条第３項)による社債に対する当行の

保証債務の額は34,322百万円であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　その他経常費用には、貸倒引当金繰入額6,959百万

円及び株式等償却830百万円を含んでおります。

※１　その他経常費用には、貸倒引当金繰入額2,711百万

円、貸出金償却150百万円及び株式等償却120百万円

を含んでおります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成21年12月31日現在

現金預け金勘定 129,674

預け金(日銀預け金を除く) △1,122

現金及び現金同等物 128,551
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成22年12月31日現在

現金預け金勘定 260,900

預け金(日銀預け金を除く) △1,401

現金及び現金同等物 259,498
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(株主資本等関係)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：千株)

　 当第３四半期連結会計期間末株式数

発行済株式 　

　普通株式 379,203

自己株式 　

　普通株式 1,314

　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の
目的となる
株式の数
（株）

当第３四半期
連結会計期間
末残高
(百万円）

当行
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

――― 202

　　
　

３　配当に関する事項

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,889 5.00平成22年３月31日 平成22年６月30日
その他利益
剰余金

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 1,889 5.00平成22年９月30日 平成22年12月10日
その他利益
剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
銀行業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

93,241 6,732 99,973 ― 99,973

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

371 1,933 2,305 (2,305) ―

計 93,612 8,665 102,278 (2,305) 99,973

　　経常利益 23,381 1,085 24,466 (7) 24,458

(注) １　一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
２　事業区分は連結会社の事業の内容によって区分しております。
３　各事業の主な内容は次のとおりであります。
(1) 銀行業………………銀行業
(2) その他事業…………不動産管理・賃貸業、事務代行業、特定労働者派遣業、信用保証業、リース業、投融資業、

クレジットカード業、経済調査・経営相談業他

　

【所在地別セグメント情報】

当行は在外支店及び在外子会社を有していないため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。

　
【国際業務経常収益】

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 金額(百万円)

Ⅰ　国際業務経常収益 6,089

Ⅱ　連結経常収益 99,973

Ⅲ　国際業務経常収益の連結
　　経常収益に占める割合(％)

6.0

(注) １　一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

　   ２　国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定

における諸取引に係る経常収益であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

　当行グループは、銀行業を中心とした金融サービスに係る事業を行っております。なお、グループ各社が

営む銀行業以外の事業については、重要性が乏しいことから、銀行業のみを報告セグメントとしておりま

す。

　銀行業は、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務

等を行っております。

　

２  報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

銀行業

経常収益 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する経常収益 90,515 6,380 96,895 - 96,895

  セグメント間の内部経常収益 341 1,979 2,320 △ 2,320 -

計 90,856 8,359 99,216 △ 2,320 96,895

セグメント利益 30,245 1,573 31,818 △ 7 31,811

(注) １　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業、リース業、

クレジットカード業等を含んでおります。

３　セグメント利益の調整額△７百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　 ４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号平成20年３月21日)を適用しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認めら

れるものは、次のとおりであります。

　

その他有価証券で時価のあるもの(平成22年12月31日現在)

　

　 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 180,590 415,971 235,381

債券 1,998,496 2,005,095 6,598

　国債 1,082,852 1,080,996 △ 1,855

　地方債 154,549 156,222 1,672

　短期社債 - - -

　社債 761,094 767,876 6,781

その他 331,645 327,328 △ 4,317

　外国債券 272,677 273,653 975

　その他 58,968 53,675 △ 5,293

合計 2,510,732 2,748,395 237,663

(注) 　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表価

額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）してお

ります。

　　当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、129百万円（うち、株式120百万円、社債９百万円）であります。

　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の

区分毎に以下のとおり定めております。

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べ下落

要注意先 時価が取得原価に比べ30％以上下落

正常先
時価が取得原価に比べ50％以上下落又は、時価が取得原
価に比べ30％以上50％未満下落したもので市場価格が
一定水準以下で推移している場合等

　　なお、破綻先とは、破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営

破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社であります。破綻

懸念先とは、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは、今後の管理に注意を要す

る発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、及び要注意先以外の発行会社でありま

す。

　（追加情報）

　従来は、その他有価証券で時価があるもののうち、時価が取得原価の50％以上下落した銘柄は一律減損処理し、時

価が取得原価の30％以上50％未満下落した銘柄は過去１年間の平均時価が30％以上下落したものを減損処理する

ほか、信用リスク等を勘案し減損処理しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、時価の下落率のほか発行

会社の信用リスクに係る評価結果等を加味した、より合理的な総合判断に基づいて減損処理を行なうため、上記基

準に変更しております。

　　これにより、従来の方法に比べ減損処理額は1,689百万円減少（うち、株式1,698百万円減少、社債９百万円増加）

しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

　 　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 円 1,185.43 1,266.31

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

　

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益
金額

円 39.65 45.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 36.30 42.65

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益 百万円 14,671 17,242

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期
　純利益

百万円 14,671 17,242

　普通株式の期中平均
　株式数

千株 369,990 377,897

　 　 　

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

　 　

　四半期純利益調整額 百万円 6 4

　　うち支払利息
　　(税額相当額控除後)

百万円 0 ―

　　うち事務手数料等
　　(税額相当額控除後)

百万円 6 4

　普通株式増加数 千株 34,283 26,423

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に
含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な
変動があったものの概要

　 ― ―

　

(重要な後発事象)

　　 該当ありません。
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２ 【その他】
(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社)に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期

純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。

①　損益計算書

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

経常収益 　 34,038　 30,747

　資金運用収益 　 25,726　 23,560

　　(うち貸出金利息) 　 16,459　 15,680

　　(うち有価証券利息配当金) 　 8,960　 7,546

　役務取引等収益 　 3,808　 3,901

　その他業務収益 　 4,294　 3,147

　その他経常収益 　 209　 138

経常費用 　 24,374　 20,499

　資金調達費用 　 4,301　 2,801

　　(うち預金利息) 　 3,066　 1,851

　役務取引等費用 　 2,298　 1,484

　その他業務費用 　 570　 933

　営業経費 　 13,536　 14,088

　その他経常費用 ※1 3,667※1 1,191

経常利益 　 9,664　 10,248

特別利益 　 7　 4

　固定資産処分益 　 4　 1

　償却債権取立益 　 2　 3

特別損失 　 53　 126

　固定資産処分損 　 53　 126

税金等調整前四半期純利益 　 9,618　 10,125

法人税、住民税及び事業税 　 3,531　 1,607

法人税等調整額 　 △ 212　 3,037

法人税等合計 　 3,319　 4,644

少数株主損益調整前四半期純利益 　 　 　 5,481

少数株主利益又は少数株主損失(△) 　 △ 62　 216

四半期純利益 　 6,362　 5,264

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

※1　その他経常費用には、貸倒引当金繰入額2,738百万

円及び株式等償却105百万円を含んでおります。

※1　その他経常費用には、貸倒引当金繰入額106百万円

及び貸出金償却139百万円を含んでおります。
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②　セグメント情報等

 (事業の種類別セグメント情報)

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
銀行業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

31,887 2,151 34,038 ― 34,038

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

119 647 766 (766) ―

計 32,006 2,798 34,805 (766) 34,038

　　経常利益
　　(△は経常損失）

9,748 △83 9,664 0 9,664

(注) １　一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
２　事業区分は連結会社の事業の内容によって区分しております。
３　各事業の主な内容は次のとおりであります。
(1) 銀行業………………銀行業
(2) その他事業…………不動産管理・賃貸業、事務代行業、特定労働者派遣業、信用保証業、リース業、投融資業、

クレジットカード業、経済調査・経営相談業他

　

 (所在地別セグメント情報)

当行は在外支店及び在外子会社を有していないため、所在地別セグメント情報は記載しておりませ

ん。

　

 (国際業務経常収益)

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 金額(百万円)

Ⅰ　国際業務経常収益 1,739

Ⅱ　連結経常収益 34,038

Ⅲ　国際業務経常収益の連結
　　経常収益に占める割合(％)

5.1

(注) １　一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

　   ２　国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定

における諸取引に係る経常収益であります。
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 (セグメント情報)

１  報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

銀行業

経常収益 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する経常収益 28,648 2,098 30,747 ― 30,747

  セグメント間の内部経常収益 109 661 771 △ 771 ―

計 28,758 2,760 31,518 △ 771 30,747

セグメント利益 9,825 422 10,247 0 10,248

(注) １　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業、リース業、

クレジットカード業等を含んでおります。

３　セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　 ４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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③　１株当たり四半期純損益金額等

　

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益
金額

円 16.82 13.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 15.74 13.02

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益 百万円 6,362 5,264

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期
　純利益

百万円 6,362 5,264

　普通株式の期中平均
　株式数

千株 378,032 377,899

　 　 　

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

　 　

　四半期純利益調整額 百万円 2 1

　　うち事務手数料等
　　(税額相当額控除後)

百万円 2 1

  普通株式増加数 千株 26,159 26,477

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に
含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な
変動があったものの概要

　 ― ―

　
　

(２) 中間配当

平成22年11月12日開催の取締役会において、第108期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額　　　　　　　　　1,889百万円

１株当たりの中間配当金　　　　　 　　５円
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社京都銀行(E03576)

四半期報告書

33/35



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年２月５日

株式会社京都銀行

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙　　橋　　一　　浩　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　口　　圭　　介　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　　木　　朋　　之　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社京都銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京都銀行及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告書

提出会社）が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成23年２月８日

株式会社京都銀行

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙　　橋　　一　　浩　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　口　　圭　　介　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　　木　　朋　　之　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社京都銀行の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京都銀行及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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